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地震防災ポテンシャルの評価手法に関する基礎的研究

一都市特性と被害量による定量評価-

1.はじめに

2.都市情報の収集と整理

3.地震災害脆弱性の都市間比較

4.被害地震と地震防災ポテンシャル値の関係

5.おわりに
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要約

阪神・淡路大震災では、神戸市を中心として阪神地域における大都市に甚大な被害を与

えた。この震災が発生した後、各都道府県また市町村においては、地震防災対策に関して

様々な検討が進められている。しかしながら、都市における地域特性と地震災害との関係

は、必ずしも明らかになっておらず、地域特性を定量的に評価し、その結果を都市間で比

較することにより、各都市における地震防災対策の優先度の高い地域を抽出する手法につ

いての検討は、十分検討されていないと思われる。

都市の地震防災ポテンシャルとは、自然的条件(地形・地盤・地震環境など)、都市施

設などそれぞれの地域の都市的空間構造(建築物分布特性、道路率、ライフライン・ネッ

トワークなどに社会的条件(人口とその密度、居住者の特性と人口移動、災害弱者の分

布など)、地域の防災力(消火に関する人的・物的資源、医療資源、行政職員数、自主防

など)から構成される。これらの項目には、災害に対する「予防J， r緊急対応J， r応急
復旧」の時間的対応要因も必要である。

本研究は、都市における様々な災害拡大要因と災害抑制要因に対して総合的、定量的評

価手法について検討し、日本における13の政令指定都市の地震防災ポテンシャルを試算し

て都市間比較を試みた。また、これらのポテンシャル評価手法を用いて、過去に被害をも

たらした地震(関東地震の東京市、福井地震の福井市、新潟地震の新潟市、十勝沖地震の

八戸市、宮城県沖地震の仙台市、及び兵庫県南部地震の神戸市の各区部)について、被害

量(額)と地震防災ポテンシャル値の関係を求めてみた。
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1.はじめに

阪神・淡路大震災では、神戸市を中心として阪

神地域における大都市に甚大な被害を与えた。

この震災が発生した後、各都道府県また市町村

においては、地震防災対策に関して様々な検討が

進められている。しかしながら、都市における地

域特性と地震災害との関係は、必ずしも明らかに

なっておらず、地域特性を定量的に評価し、その

結果を都市間で比較することにより、各都市にお

ける地震防災対策の優先度の高い地域を抽出する

手法についての検討は、十分検討されていないと

思われる O

東京都区部を含む13の政令都市を事例として、

地震災害脆弱性(防災性)の実態に寄与すると見

倣せる共通の要因を都市情報のなかから試行錯誤

的に探り、大惨事を受けた神戸市が、どの様にそ

れらの都市の中に位置づけられるのかを明らかに

し、より危険度の高い都市はどこかを把握するこ

とは重要と考える O ここに選んだ我国の大都市等

は、それぞれの地域の中枢的機能を担っており、

その崩壊は国内外ともに大きな影響を及ぼす。

地震防災ポテンシャル

自然的条件

都市空間構造

社会的条件

地域の防災力

図1 概念図

都市の地震防災ポテンシャルとは、図 lに示す

ように、自然的条件(地形・地盤・地震環境など)、

都市施設などそれぞれの地域の都市的空間構造

(建築物分布特性、道路率、ライフライン・ネッ

トワークなど)、社会的条件(人口とその密度、

居住者の特性と人口移動、災害弱者の分布など)、

地域の防災力(消火に関する人的・物的資源、医

療資源、行政職員数、自主防など)から構成され

る。これらの項目には、災害に対する「予防」、

「緊急対応」、「応急復旧」の時間的対応要因も必

要である。

本研究は、都市における様々な災害拡大要因と

災害抑制要因に対して総合的、定量的評価手法に

ついて検討し、日本における13の政令指定都市

(表 l参照)の地震防災ポテンシャル値を試算し

て都市間比較を試みた。ここで、地震防災ポテン

シャル値とは、災害対応の時間的各フェーズを念

頭におき、事前・事後における都市の総合的な地

域特性(機能)であるハード・ソフトの面を考慮

したものである。さらに、各都市特性値と被害量

(額)の関係を検討してみた。

2.都市情報の収集と整理

本研究では、比較的統一されている「平成5年

度大都市比較統計年表J(平成7年3月発行)を
基本情報とした九

表1 対象とした大都市一貫表

この統計書資料は、(1)土地及び気象、 (2)人

口、 (3)事業所、(4)農業、 (5)工業、 (6)商業、

(7)サービス業、 (8)貿易、 (9)金融、(10)物価及

び家計、 (11)労働、(ロ)建物及び住居、 (13)運輸

及び通信、(14)電気ガス及び上下水道、 (15)教育

及び文化、 (16)衛生、 (17)民生、 (18)警察司法

及び消防、 (19)市(都)民所得、 (20)財政、 (21)

選挙及び職員の21指標の構成である。また、その

他の資料としては、各都市の統計書・年報などを
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表2 都市情報と考えられる40項目

用いた九

都市情報として用いたものは、表2に示すよう

に「社会的条件J、『自然的条件』、『被災要因J、

『社会的吸収力j、『施設・設備的股収力Jの5つ

のカテゴリーに大分類された40項目である。この

40項目について防災エキスパートによるアンケー

ト調査(幾つかの大学の地震防災研究者、防災行

政関係者、技術者を対象とした)を行い、地震防

災力に寄与する各指標項目ごとに-2、ー1、0、

+1、+2の点数を設定して項いた。
この数値の意昧は、一側はいわば都市の地震災

害脆弱性への寄与を示し、+側はその逆、すなわ

ち防災力への寄与を示すものである。

本研究では、防災エキスパートによる種々の都

市特性を示す都市の地震防災力値を定量的に比較

するために、前述の40項目の各評価点に対して主

成分分析を行ない、各指標の防災ポテンシャルの

重付けを行った。

最終的には、それらの解析結果から28項目、そ

して16項目と絞り込み、それらの指標のもつ評価

値が各都市の地震災害脆弱性あるいは防災力に寄

与する要因と考えられるものを選定した(ライフ

ラインなどの資料は、この段階で消去となった)。

ここに事例として採用した13都市の16項目の

具体的内容は、次のものである O

A.社会的条件:人口密度、都市的土地利用の程

度を示すDID地区における人口

密度、全人口に対する高齢者人

口の多さを示す65才以上の人口

比、

B.自然的条件:サイスミスティ(建築基準法等の

設計用入力地震力の地域系数

で、北九州市、福岡市は0.8、札

幌市、仙台市、広島市は0.9、そ

の他は1.0)、地形(都市面積全

体のうちの軟弱地盤面積比率)

C.被災要因:低収入世帯数、全住宅棟数に対す

る小規模敷地住宅棟数の比率、同

様に古い住宅の棟数比率 (1981年

建築基準法改正以前に建設)、同住

宅不燃化率、

D.社会的吸収力:人口当たりの医師数、人口当

たりの看護婦等の医療スタッ

フの数、人口当たりの市や都

の職員数、人口当たりの消防

吏員数、人口当たりの消防団

員数(消防団=セミプロ的消

防組織)
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E.施設設備的吸収力:人口当り小中学校地面積

比率、人口当たり都市公

園面積、携帯・自動車電話

普及率、人口当たり診療

所数、人口当たり防火水

槽総容量を示す。

以上の16項目についての主成分分析結果による

と、第1主成分の固有値は、 4.94、累積寄与率は

23.4%であった。 16項目についての因子負荷量を

表3に示す。これによると、第1主成分が都市の

地震防災力を表わしていると考えられる。第 lと

第2主成分の関係は、図2に示すように、危険要

因と抑止要因の各グループに分類されていること

が読みとれ、主成分分析結果の因子負荷量による

地震防災ポテンシャル値への評価として利用出来

ることが判明した。

....，....'1' 
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図2 主成分1と主成分2の関係

これらの因子負荷量と政令指定都市の防災ポテ

ンシャル値のランクから、相対的指標値を各大分

類ごとに算出し、総合的な地震防災ポテンシャル

値を求めた。相対的評価値の意昧は、ポテンシル

が正の時、防災力があるとみることが出来る。

3.地震災害脆弱性の都市間比較

各政令指定都市の脆弱性と防災力を表す相対評

価は、前述の5つのカテゴリーの各項目ごとに求

め、地震防災ポテンシャル値とした。

各都市の相対評価値は、マクロな視点からの日

本の主として大都市の地震防災ポテンシャルの相

対的評価であり、その値が一側にあり、かつ数値

が高い都市ほど耐震化、即ち防災投資等の必要性

があることを順序付けしていると考えられる(図

3参照)。また、阪神・淡路大震災の被災地の中心

都市である神戸市が地震防災力の視点から日本の

都市の中でどのように位置付けられているかをみ

ることにより、他の都市の被害概要が推測できる

と考える。

図によれば、神戸市は日本の他の12都市に比較

してそれ程、地震災害脆弱性の高い都市とは言え

ないと考えられ、神戸市と同程度の地震入力規模

を想定すれば、より甚大な被害を受けると考えら

れる都市は、川崎市、横浜市、千葉市、大阪市、

福岡市、仙台市とも考えられる。

表3 16項目の主成分分析による因子負荷量

以下に、それらの都市の地震災害脆弱性がどの

ような都市特性要因により規定されているかを述

べる。

川崎市:軟弱地盤面積比が高く、昼間人口は夜

間人口より少なく、東京への通勤通

学者が多い。また医療施設、医療関

係者数、行政職員数が少なく都市公

園面積も低位である。

横浜市:人口密度、 DID人口密度など密集度は

やや高い。昼間人口は夜間人口より

少なく東京への通勤・通学者数が多

い。丘陵地が多いため地盤条件は良

い。低収入世帯数、古い住宅が多く、

医療関係者数、行政職員数が少ない

とともに施設設備面での吸収力が弱
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図3 地震防災ポテンシャル(相対評価値)

い。特に、公園面積、病院数が少な

千葉市:東京への通勤-通学者数が多い。被災

要因のうち全住宅棟数に対する小規

模敷地住宅棟数比率が高く、住宅不

燃化率が低い。社会的吸収力のうち

市職員数、警察官数が少なく、病院

数も低位である。

大阪市:人口密度が高く、高齢化が進んでいる。

自然条件としての軟弱地盤面積、 DID

面積比率が高い。低収入世帯数、小

規模敷地住宅、古い住宅の比率が高

い。水道管、ガス管とも古いものが

多い。平常時の火災件数が多い。

福岡市:人口密度はやや低い。軟弱地盤面積比

率が高い。防火水槽容量が少ない。

日本の大都市のなかでは地震災害脆

弱性の視点から極く平均的な都市と

いえる。

仙台市:自然条件は良い都市である。平均収入

は高いが、住宅の不燃化率は低い。

市職員・警察官消防吏員数は少なく、

道路面積率、一般病院数も少ない。

東京都区部の地震災害脆弱性は、そう高くない

結果となった。その理由は、社会的条件である人

口密度、 DID地区人口密度、昼間人目指数、 65才

以上の人口比の全てにわたり極めて悪く、自然条

件である軟弱地盤面積比率、 DID地区面積比率も

共に高く脆弱側となるのだが、被災条件のカテゴ

リーに属する住宅不燃化率は高い、ただし低収入

世帯数は多く、小規模敷地住宅、古い住宅比率は

共にやや高い。一方、ここで社会的吸収力と考え

た医療関係者数、行政職員(消防-警察を含む)

数、消防団員数、自主防災組織率などが全てにわ

たって非常に高いランクを占め、かつ施設・設備面

から見た吸収力である道路面積比・診療所数・防火

水槽容量などが高い数値を占め地震災害脆弱性に

関する総合相対評価値を高い側に押し上げている。

震災時の神戸市は、全体的に人口密度は低い方

だが、震災で大被害を受けたインナーエリアは人

口や住宅が密集していた。地形的には、六甲山系

が海岸に迫っており、山地、丘陵地が多く、かっ

低地も扇状地が大半を占め、埋め立て等の土地ど

軟弱地盤面積比率は低い。また、北区、西区等の

郊外地域の面積比率が非常に高いため、 DID面積

比率は全体的には低い。低収入世帯数、小規模敷

地住宅は少ないが、古い住宅が多い。住宅の不燃

化率は高く、新しい水道管・ガス管の比率も高い。

医療関係者数は、やや多いが、警察官、消防吏員

は少なく、それを消防団員の多さでカバーしてい

る。自主防災加入率は、やや高い。道路面積比は
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区と北区の地震防災ポテンシャル値が低いにも関

わらず、概算被害額が小さいのは、社会・施設・

設備による災害吸収力が低いために、全体的にポ

テンシャル値が低い結果であるが、地震外力がや

や小さいことによると考えられる。その他の傾向

は、地震防災ポテンシャル値と被害額の関係に妥

当性があると考えられる。

また、過去に地震被害を受けた都市は、全体的

に防災ポテンシャルが低い結果であった。これは、

被害を抑止する全項目が低く、社会・自然的条件

のポテンシャル値がプラスにも関わらず、全体を

防災ポテンシャル値と被害額

低いが、都市公園面積比は高い。防火水槽はやや

少ない。図3から見られるように神戸市は、日本

の大都市の中では極く平均的な地震災害脆弱性を

有する都市であったと言える。

図4

被害地震と地震防災ポテンシャル値

の関係

4. 

過去の被害地震と地震防災ポテンシャル値の関

係は、都市特性情報を示す5つのカテゴリーの相

対評価値と地震外力である震度を用いて、概算被

害額を予測してみた。
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(社会的条件，自然的条件，

被災要因，社会的吸収力，

施設・設備的吸収力，地震外力)

検討した都市は、過去に被害をもたらした地震

(関東地震の東京市、福井地震の福井市、新潟地

震の新潟市、十勝沖地震の八戸市、宮城県沖地震

の仙台市、及び兵庫県南部地震の神戸市の各区部)

である。目的変数である概算被害額は、当時の被

害額を現在(平成7年)の額にするため、 GNP

デフレータを用いて求めた。また、神戸市と各区

部については、神戸市単独として被害総額が発表

されていないため、兵庫県下で示されている 9兆

9，268万円を総住宅被害棟数からの神戸市の住宅

被害棟数比率で各区ともに配分することにより設

定した。

その結果は、図4に示すようなものとなり、西

概算被害額=f
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押し下げているためである。しかし特出できるの

は、大正12年の東京市は、防災ポテンシャル値が

極めて低いものであったために、大被害を受けそ

の後の都市計画の推進により、現在のポテンシャ

ル値がプラス側に移行していることであるJ

予測被害額と概算被害額の関係では、図5に示

すようにやや相関性のある関係を求めることがで

きた。

5.おわりに

本調査・研究では、阪神淡路大震災における神

戸市の全体像を把握し、それが日本の主として大

都市の中で如何なる位置付けをもつのかを明らか

にしようと試みた。そのために、それぞれの都市

の都市特性を示す指標を抽出し、主成分分析で各

都市の地震防災ポテンシャルをマクロ的に評価し

た。

また、これらのポテンシャル評価子法を用いて、

過去に被害をもたらした地震(関東地震の東京市、

福井地震の福井市、新潟地震の新潟市、十勝沖地

震の八戸市、宮城県沖地震の仙台市、及び兵庫県

南部地震の神戸市の各区部)について、被害量

(額)と地震防災ポテンシャル値の関係を求めて、

その妥当性を見いだしたと考える。

これらの結果、震災前の神戸市は、日本の都市

の中で極く平均的な位置にあり、より脆弱な他の

都市が未だ数多く存在することが明らかとなった。

また、各都市の地震防災ポテンシャルは、地震

発生前に各都市がもっ地震災害への備えから災害

対応力の強弱を指す都市特性量から成り、本調

査・研究が対象としている期聞は、発災から応急

対応・応急復旧(ライフライン、仮設住宅の建設)

の聞と考えるべきである。

従って、脆弱性の高い都市は、今後、都市の防

災性の向上と行政・企業・住民の防災に対す~対

応が必要と考えられる。

防災都市づくりのためには、高額の防災投資も

不可欠である。そして再びあの大惨事をくり返さ

ないためにはどうしてもハード面の耐震化は避け

られない。現在、公共建物、公共土木施設の補強

等による耐震化は、日本の各地域(都市)で進め

られつつある。民間の建物等についても耐震化を

促進するために補助金などの制度を設けたところ

もある。

これらは、阪神淡路大震災でこれらの重要施

設が壊れたからであり、中央政府から自治体まで

日本の気象庁の震度階の最高値の震度7の地震入

力でも、人命や都市機能に重大な影響を及ぼす施

設は破壊しないようにするとの政策決定によるも

のである。但し、これが民間建物等の耐震化にど

の程度寄与するかは疑問である。というのも災害

に対する一般住民の記憶の風化は早く、阪神・淡

路大震災から数カ月で防災への関心は著しく低下

している実態がある。
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τbe Hanshin-Awaji Earthquake caused very serious damage to large cities in the Hanshin 

district， mainly to Kobe city. Since this earthquake disaster， each prefecture or municipality has 

been carrying out various studies concerning earthquake prevention measures. However， the 

relationships between regiona1 characteristics and earthquake disaster have not necessari1y been 

c1arified yet， and studies regarding methods of identifying the high priority areas for earthquake 

disaster prevention in each city are considered to be not yet thoroughly done. 

Urban earthquake disaster prevention potential is constituted of the natural conditions 

(topography， ground， seismic environment， etcよurbanspace structure (bui1ding distribution 

characteristics， road rate， lifeline network， etc.) inc1uding urban facilities in each area， social system 

(population and its density， characteristics of residents， population migration， distribution of weak 

persons when disaster has occurred， etc.) and the disaster-preventive capabi1ity of the area (hum加

and materia1 resources for fire fighting， medical resources， number of administrative officials， and 

voluntary disaster-prevention organizations， etcよ

In this research， we have studied a method for comprehensive and quantitative evaluation of 

various disaster-expanding factors and disaster-restraining factors in cities， carried out trial 

calculation of earthquake disaster prevention potential in 13 cities specially designated by 

government ordinance in ]apan， and compared these potentials for these cities. We also 

determined the relationships between the amount of seismic damage and earthquake disaster 

prevention potential values regarding earthquakes that caused damage to urban areas in the past 

σ'okyo city by the Great Kanto Earthquake， Fukui city by the Fukui Earthquake， Niigata city by the 
Niigata Earthquake， Hachinohe city by the Tokachi Offshore Earthquake， Sendai city by the Miyagi 

Prefecture 0旺shoreEarthquake， and each ward section in Kobe city by the Hanshin-Awaji 

Earthquake) using these potential valuation methods. 




